
支給額、支給対象年齢について各種の前提をおいた児童手当給付額の機械的試算  

（支給対象年齢の児童に対する支給率をおおむね90％として試算）  

支   給   額  

第3子以降10，000円  
3歳末満児一律10，000円   現行 第1子、第2子5，000円    一律1万円   一律2万円   一律3万円   

支   （現行）   1兆500億円  1兆5，400億円  3兆800億円  4兆6，200億円   
給   《＋4，900億円》  《＋2兆300億円》  《＋3兆5，700億円》  

対 象  

1兆2，700億円  1兆9，300億円  3兆8，500億円  5兆7，800億円   
年   《＋2，200億円》   《＋8，800億円》  《＋2兆8，000億円》  《＋4兆7，300億円》   

（参考一支給対象年齢の児童全員に支給した場合）  

支   （現行）   1兆1，600億円  1兆7，100億円  3兆4，200億円  5兆1，400億円   

給   《＋1，100億円〉   《＋6，600億円》  《＋2兆3，700億円》  《＋4兆900億円》  

対 象  

年   1兆4，000億円  2兆1，500億円  4兆2，900億円  6兆4，400億円   
中学校卒業まで          齢   《＋3，500億円》  《＋1兆1，000億円》  《＋3兆2，400億円》  《＋5兆3，900億円》   
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6－4．少子化対策に関する優先課題性別′年代別  ■■■■  

■ 少子化対策（子育て支援）に関して優先的に対処すべき課題を確認したところ、「育児休業や育児期の短時間勤務を取得しやすくする」（4鍋ノ、   
「仕事と子育ての両立を支えるサービスの量√賢の充実」（ヰ2ロ。）、「奉l」用者ニーズに即応したサービスの提供」・こ4飢）が多く挙げられており、仕事と子育  
ての両立を支援するサービスの充実を求める人が多い様子√ 

■ 性別でみると、多くの分野で女性の関心の高さが伺われるが、「出産ヰ育て時の一時金支給拡充」を優先すべきと考える人は女性より男性が多い  

■ 20代、30代では「出産∴子育て時の一時金支給拡充」「妊婦健診一出産や不妊治療への支援の拡大」を支持する割合が、他世代と比べると高い。  

少子化対策についてt3つfで回書可j＜性別一′年代層＞   
しト．  

20  

（11／4 第9回社会保障国民会議 提出資料「社会保障制度に関する国民意識調査報告書」抜粋）  
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次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた基本的考え方（抜粋）  

（平成20年5月20日社会保障審議会少子化対策特別部会）  

4 財源・費用負担  

（1）社会全体による費用負担  

○次世代育成支援は、「現在の子育て家庭に対する福祉」としての側面のみならず、将来の我が国の担い手の育成を通じた社会経済の発   
展の礎（未来への投資）という側面や、仕事と子育ての両立支援としての側面を有し、我が国の重要な政策課題である。新制度体系にお   
いて必要な費用負担のあり方を考えるに際しては、次世代育成支援が、こうした側面を有することを踏まえ、1（3）に示す基本認識の下、   
社会全体で重層的に支え合う仕組みが求められる。  

○ また、次世代育成支援に関する給付・サービスの  や受益と  らに束  巨のあり方が連動すべきものであることを踏まえ  
に応じどのよ  していくか  

（2）地方財政への配庫  

○一慮し、新制度体系への地方負担につい覗  

○その際、地域特性に応じた柔軟な取組を最大限尊重しつつ、不適切な地域差が生じないような仕組みを考える必要がある。  
○ 公立保育所の一般財源化による影響を踏まえた議論が必要である。   

（3）事業主の費用負担  

○軍業羊の費鱒負担を考えるに際しては、次世代育成支援の現在の労働者の両立支援としての側面、将来の労働力の育成の基礎として  
の側面などを考慮するとともに  サービスの   

イ4）利用者負担  

○弄り用者負担について、給付費に対する負担水準をどうするか、その設定方法をどうするか等は重要な課題であり、低所得層が安心して   
利用できるようにすることに配慮しつつ、今後、具体的な議論が必要である。   

（5）その他  

○また、給付に対する社会全体（国・地方自治体・事業主個人）の重層的負担、利用者負担に加え、多様な主体による寄付の促進方策に   
ついても検討すべきである。  

社会保障国民会議 最終報告（抜粋）  
（平成20年11月4日社会保障国民会議）  

3 中間報告後の議論  

（5）新たな制度体系構築に向けた基本的視点  

③ 国民負担についての合意形成   

少子化対策は社会保障制度全体の持続可能性の根幹にかかわる政策であり、その位置付けを明確にした上で、効果的な財源投入を行うこと  
が必要。  

国民の希望する結婚、出産子育てを実現した場合の社会的コストの追加所要額は、昨年末、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略会議  
報告において、1．5兆円～2．4兆円と推計されているところ。  

また、同試算には含まれていないが、施設整備やサービスの質の維持・向上のためのコスト、社会的養護など特別な支援を必要とする子ども達  

に対するサービスの充実に要するコスト、さらには児童手当をはじめとする子育てに関する経済的支援の充実も、緊急性の高い保育をはじめとす  
るサービスの充実の優先の必要性にも留意しつつ併せて検討すべき。  

少子化対策は「未来への投資」として、国∴他方公共団体、事業主、国民が、それぞれの役割lこ応じ、費用を負担してし、くよう、合意形成が必  

至L  

4 社会保障の機能強化に向けて  

（中略）   

また、制度に基づく給付・サービス以外に、国のみならず、地方自治体が様々な形で提供する社会保障に関わる給付・サービス  

がある。地方分権、地域住民のニーズを踏まえた地域の実態に即したサ瑚、らは、このような施策lこカ、かる  
財源の確保をどのように考えていくかも大きな課題となる。   

言うまでもなく、私たちの社会保障を守り、将来世代に負担を付け回しすることなく、信頼できる制度として次の世代に引き継  
いでいくためには、現在の社会に生きている我々国民がみな、御じなければならない（   

社会保障制度を将来にわたって持続可能なものとし、同時に必要な機能の強化を実現していくために、今回のシミュレーション  
の対象でない障害者福祉等を含め、あるべき給付・明示し、それを実≡現してし、くための改革の全体像を明ら7日こしな  
塑ら、必要な財源を安定的に確保 していくための改革に真剣に取り組むべき時期が到来している。   

速やかに社会保障に対する国・地方を通‡じた安定的財源億俣のための改革の道筋を示し、国民の理解を得ながら具体的な取組に  
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（11／4 第9回社会保障国民会議 提出資料）  

社会保障の機能強化のための追加所要額（試算）  

（社会保障国民会議及び「子どもと家族を応援する日本」重点戦略に基づく整理）   

る国庫負担割合の2分の1への引上げ分（消費税率換蜃1％程度（2叩9年虔で23兆円））が必要とな  

改革の方向性  
（新たな施策）  

2025年度     必要貌  消費税率換算      （公費ベス）  
○税方式を前提とする場合  31／2－8％程度   

Lo社会保険方式を前提とする場合  

基礎年金   靴  
約2．9兆円   1％弱   

竿蓋慧警告 F・受給ヰi確保に係る措置の強化  

」－（免除の活用、厚生年金運用拡大、強制徴収）等  
医療・介書逢の充実強化と効率化を同時に実施  
急性期医療の充実強化∴重点化、在院日数の短縮化  

（スタッフの充実等）  

医療・介護     機能分化・機能連携による早期社会復帰等の実現  約14兆円  4％弓盲  

（地域包括ケア、訪問介謹・訪問者謹・訪問診療の充実等）  
在宅医療・介護の場の整備とサービスの充実  
（グループホーム、小規模多機能サービスの充実等） 

等    n  

糾5－31兆円  

親の就労と子どもの育成の両立を支える支援   
く3歳未満児の保育サービスの利用率 20％－→38～44％）  
（学齢期（小1～3年生）の放課後児童クラブ利用率19％→60％）  

少子化対策         （出産前後に希望どおりに♯続就業でき、育児休業を取得  約16～2．5兆円   0．4－0．6％程度■  

一               博1子出産前後の継続就業率38％→  u   
n 円   
○税方式を前提とする場合  約31－48兆円  8－12％程度  

○社会保険方式を前提とする場合  約1g－20兆円   5％程度   

社会保障の 機能儀化に加え  9～13％程度  

基礎年金の  
国庫負担割合 引上げ分を加味   

合計  
6鳩度   

（注1）「社会保障国民会諾における検討に貸するために行う公的年金制虔に関する定量的なシミュレーション」、r社会保障国民会諸における検討に資するために行う医療・介護費用の   

シミュレーション（B2シナリオ〉」等に基づく。経済前提は「ケースⅡ－1（医療の伸びはケース任））」を用いた。  

（注2）少子化対策に係る追加黄用については、「子どもと家族を応接する白木」1点戦略におし、て示した次世代育成支捷の社会的コストの推計を基に、現行の間違する制度の公貧負担   

割合を当てはめて呈出した。なお，ここには児童手当等の緒済的支援の拡充に要する費用は計上していない。  
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仕事と生活の調和の実現と希望する結婚や出産t子育ての実現を  
－ビスの社会的なコストの推計  

推計追加所要額1，5～2．4兆円  

（Ⅰ約1兆800億円～2兆円 Ⅱ2，600億円 Ⅲ1，800億円）  

Ⅰ親の就労と子どもの育成の両立を支える支援  

関連社会支出額（19年度推計）約1兆3，100億円 ＋＞追加的に必要となる社会的コスト ＋1兆800億円～2兆円   

○未就学児のいる就業希望の親を育児休業制度と保育制度で切れ目なく支援（特に3歳未満の時期）   

・第1子出産前後の継続就業率の上昇（現在38％→55％）に対応した育児休業取得の増加   

・0～3歳児の母の就業率の上昇（現在31％→56％）に対応した保育サービスの充実（3歳未満児のカバー率20％→38％、年間5日  

の病児・病後児保育利用）   

・スウェーデン並みに女性の就業率（80％）、保育（3歳未満児）のカバー率（44％）が上昇、育児休業や保育の給付水準を充実した  

場合も推計   

○学齢期の子を持つ就業希望の親を放課後児童クラブで支援   

・放課後児童クラブの利用率の上昇（現在小1～3年生の19．0％→60％）  

Ⅱ すべての子どもの健やかな育成を支える対通人給ホトサービス  

関連社会支出績（19年度推計）約2兆5，700億円 ＋＞追加的に必要となる社会的コスト ＋2，600億円  

○働いているいないにかかわらず一定の一時預かりサービスの利用を支援  
・未就学児について月20時間（保育所利用家庭には月10時間）の一時預かり利用に対して助成  

Ⅲ すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組  

関連社会支出額（19年度推計）約4，500億円  ＋＞ 追加的に必要となる社会的コスト ＋1，800億円  

○地域の子育て基盤となる取組の面的な推進  
・望ましい受診回数（14回）を確保するための妊婦健診の支援の充実・全市町村で生後4か月までの全戸訪問が実施  

・全小学校区に面的に地域子育て支援拠点が整備・全小学校区で放課後子ども教室が実施（「放課後子どもプラン」）  
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※「仕事と生活の調和推進のための行動指針」において、取組が進んだ場合に達成される水準として設定される10年後   

の数値目標と整合をとって試算している。  

※これは、現行の給付・サービス単価（利用者負担分を含まない）をベースにした試算であり、質の向上、事業実施主体   

の運営モデル・採算ベース、保育所や幼稚園の保育料等利用者負担などの関係者の費用負担のあり方等については   
勘案していない。  

※児童虐待対応、社会的養護や障害児へのサービスなど、特別な支援を必要とする子どもたちに対するサービスの費   
用の変化に関しては、この推計には含まれていない。  

※これは、毎年ランニングコストとして恒常的に必要となる額を推計したものであるが、これらのサービス提供のためには、   

この恒常的な費用のほかに、別途施設整備や人材育成等に関してのコストを要する。  

※現在の児童数、出生数をベースにした推計であり、この費用は児童数、出生数の増減により変化する。なお、3歳未満   
児数でみると、平成19年中位推計では現在と比べて10年後で8割弱、20年後で約3分の2の規模に減少するが、国民   
の結婚や出産に関する希望を反映した試算では10年後で95％、20年後でも93％の規模を維持する。  

※児童手当については、別途機械的に試算。  
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次世代育成支援に関する給付■サービスの費用構成  

○平成19年度児童・家族関係社会支出（予算ベースの推計値4兆3，300億円）に関して、国、地方公共団   

体、事業主（保険料事業主負担及び拠出金）、被保険者本人（保険料）に分けて、費用負担の状況を推   
計したもの。   
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次世代育成支援に関する給付■サービス（児童・家族関係社会支出）の  

（％）  財源構成（推計）の国際比較  

日 本   

2003年度（日本は2007年度予算ベース）  

スウェ－デン  ドイツ  フランス  
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少子化対策の負担に関する国民意識①  

○ 少子化対策に関しては、年金・医療・介護に比べ、拡充のための負担増をやむを得ないと考える国民が多い。  

少子化対策  

■負担ゑ薫らす  
■員遁の増加はやむを得ない  
1その他  

■往兼どおりの員担  
■大嶋な1担の増加もやむを衿ない  

′「給付水準を保つために、ある程度の負担増加はやむを得ない止   
考える人が最も多くヰ！㌔く．大別すると、負担増について反対机5㌔、   
認た：45qゥとなっているぐ  

稔何と負担のバランス  

■1虐を減らす  
i負担の増加はやむを縛ない  
その他  

■従来ビおりの負担  
■大Ilな負握の増加もやむを紳ない  
・二りつから伝い  全附㍉之（X旧   

ー「給付水準を保つために、ある程度の負担の増加はやむを得ない」と  
考える人が最も多く4代く 

－負担増に関して、大別すると、反対が43㌔、容認が43札止桔抗している。   

給付と負担のバランス  

■負担を減らす  
■負担の増加はやむを得ない  
ニモの他  

■従来ビおりの負握  
■大幡な負担の増加もやむを陣ない  
わからない  舎…か  

′「給付水準を保つために、ある程度の負担の増加はやむを得ない」と  
考える人が最も多く37㌔し．続いて「＃付水準をある程度下げても、  

従来どおりの負担とすべき」と回答した人が3恥、  

′負担増に関して、大別すると、反対が43㌔、容認が40t，となっているw   

（11／4 第9回社会保障国民会議 提出資料「社会保障制度に関する国民意識調査報告書」抜粋）   
152   



少子化対策の負担に関する国民意識②  
○ 社会保障制度の中での少子化対策の緊急度については、若年世代に強く認識されているものの、  

すべての年代を通じては、緊急度を強く認識されているとはいえない。  

社会保障制度総論  
2－3，各制度問の対策緊急度比較年代別  

■ 50代以下では、「年金制度」が緊急に取り組むべきものとして一番に挙げられているい  

■ 20代、30代の若年層では、「少子化対策」が「年金制虔」に次いで対策が緊急に必要な分野と考えている．．  

■ 「介護制度」「医療制度Jについては、年代が高くなるほど緊急に取り組むべきと考える人が多くなる－．  

■緊急に取り縮むべき分野．全体（n＝之，000）  Jコ〔ニー       ≡】こ領圭  

雇用支‡袈裟 介旺制度 医療制度 少子化対策  年金制度  少子化対策 雇用支怯策  介護制度 医療制度 年金制度  

■20代（n＝288）  

00  

■70代（∩＝200〉  

：＝；  ：1 ＝ ：＝：＝；：：＝；： 王  
0．0  

■80代以上（n＝29）   

こ ＝；  仁；＝；】‡ 王 ：＝＝：；＝；  
00  

：；■  
（11／4 第9回社会保障国民会議 提出資料「社会保障制度に関する国民意識調査報告書」抜粋）  

■30代（n＝別封）  

■ヰ0代（n＝306）  

■50代（n＝355）  
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社会保険による次世代育成支援に関する主な議論   

○ 次世代育成支援関連の給付を、社会保険の対象とし、妊娠・出産・子育てを給付原因となる保険事故と  
する場合、以下のような議論（利点・課題等）がある。  

【社会保険による場合の利点等】  

○ 社会全体、幅広い層の国民で費用を負担できる。  

○ 負担と給付の関係が見えやすく、給付の増大に対応   

した負担増について合意が比較的得やすい。  

○ 所得水準に応じたきめ細かい負担の設定が可能。  

○ 所得水準に応じた給付が可能。（ex育児休業給付）  

【社会保険による場合の課題等】   

○ 出産・子育ては、親の選択・裁量によるものであり、  

いわゆる「保険事故」としてなじまないのではないか。   

○ 子を持つ意思のない者や、高齢者など、給付を   

受ける可能性がない又は低い者も多数存在し、  

そうした暑から保険料として負担を求めることに妥当性  

や納得性があるかどうか。   

○ 我が国の社会保険制度は、負担を行わない者に対   

して、一定の給付制限を行うのが一般的であるが、   

次世代育成支援においては、親の未納に対して子に   

不利益が及ぶ点をどう考えるか。   

○ 保険料徴収に関する課題  

※「保険事故」…生活のための所得を減少もしくは喪失させる事故、またはその所得をもってしては賄いきれないような失費を発生させる事故であ  
り、その発生が保険給付を行う原因となるもの。その発生が偶然であること（発生の可能性は推察されるが、その発生の態様あるいは発生の時期  
について予測しえないものであることを必要とする。）。  
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社会保険以外の社会連帯による次世代育成支援の例  
－－ フランスの全国家族手当金庫による家族政策の展開 －  

○ フランスにおいては、次世代育成支援に関する施策を「全国家族手当金庫」を中心に運営。   

○ その特色としては、  

① 国一事業主・個人といった各主体の拠出により社会全体で費用を支えて邑る  

②運営が、行政の－一方的意思ではなく、運営機関（「全国家族手当金庫」及び各県の「家族手当金庫」）との  
合意に基礎を置く「契約」により定められている  

③運営機関（「全国家族手当金庫」及び各県の「家族手当金庫」）には、事業主・被保険者（個人）等の関係者   
鎧表を構成員とする「理事会」が置かれ、鮒執行を行ってし1る  

点が挙げられる。  

運羞  

2．意思決定機構 「 

O全国家族手当金庫」、各県の「家族手当金庫」のいずれにも、事業主・被保険者その他の関係者代表から構成される  「理事会」が置かれ、「理事会」を最高意思決定機関・執行機関として運営。  

3．事業内容  
（1）法定給付   

○ 各県の「家族手当金庫」が法定給付を各家族に対し支給。（主なものは、乳幼児迎え入れ手当（休業中の所得保  
障・保育費用補助））   

（2）社会的事業  

○ 各県の「家族手当金庫」が自治体を通じ、各種保育施設の施設整備費、運営費に対する補助等を実施。  

オ原構成  
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フランスの全国家族手当金庫による家族政策の流れ  

「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」における  

次世代育成支援関連給付・サービスの体系的整理  

平成19年12月にとりまとめられた「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」においては、現行の次世代育成支援  

に関連する給付・サービスについて、それぞれの給付・サービスが担っている機能に着目し、以下のように整理。  

支援の内容（典型的なもの）  

片働き家庭  共働き家庭  
親
の
就
労
と
子
ど
も
の
 
 

育
成
を
支
え
る
支
援
 
 

（雇用政策）育児休業（給付）、短時  

間勤務制度等  

（福祉政策）保育 放課後児童クラブ  

（
対
個
人
給
付
）
 
（
対
集
団
支
援
）
 
 

す
べ
て
の
子
育
て
家
庭
に
対
す
る
 
 

支
援
 
 

（現物給付）一時預かり（現金給付）出産・育児一時金 児童手当  

健診・全戸訪問  子育て支援拠点  放課後子ども教室  

（第5回基本戦略分科会（平成19年10月）資料より抜粋）  
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現状の主な次世代育成支援施策に関する費用負担と考え方  
制度区分・  

給付サービス名   
費用負担  現行の重用負担の考え方   

育児休業給付  ・雇用保険の保険事故（失業や失業に準ずる雇用継続が困難な  

状態）は、縞  及び事業主の双方の共石、帯により対処すべき  

事項であることから、労使折半により負担。  

・また、保険事故である失業が政府の川さ・雇用政策とも無縁では  
左く、その責任の一端を担うべきであることから、一食を国産負担。  

（育児休業給付については、それに準じた取扱い）   

保育所   ①頴  ・児土石祉施設最低基準（※憲法第25条の「健康で文化的な最低限度の  
生活」を保障するものとして制定）を維持するための管用の⊥、けをすること  

により、児童に対する公の圭王を果たそうとするもの。  

・なお、公立保育所については、地方 治 が らその責任に基づいて設  
乱市1′4】  畳していることにかんがみ、平成16年度から一般財源化。   

児童手当   ・我が国の将来を旦、児土の走全土、の観点から、国が一定の負担。  
・地域住民の福祉増進にも密接につながるため、地主もー定の負担。  
・児童の健全育成・資質向上を通じて、将来の労働力確保につなが  被用者（3歳末漬）l娘閂老（3歳以上）l 法貨。、【盛′3】  ることから、被用者に対する支給分について、室業主もー定の負担。  

⊂豆コ非被用竜（自営等）l （彗）（埜  
※ 上記の考え方を基本とした上で、平成12年・16年・18年の改正により支給対象とされた  

分（3歳以上”こついては、所得税の人的控除の見直し等により財源が賄われた経緯から、  
事業主の負担を求めていない。   

【所属庁10／10】 【国・県・市各1／3】  

児童育成事業   ・帥庖主民の石止に密接につながることにより、地五もー定の負担。   
⑯【事業主1′3刷  

（放課後児童クラブ・病児病後児  働力確イ の観点から、圭墓主もー定の負担。   
保育・一時預かり・地域子育て  
支援拠点等）  

次世代育成支援対策交   ・次世代育成支援対策推進法に基づく措置の推進の一環として、   
付会（延長保育t全戸訪問  国の負担による補助を行うもの。   
事業－ファミリーサポートセン  

タ一事業等）  
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各制度の費用負担の現状（D  
一事業主負担の考え方－  

○ 医療・年金・介護等の各制度の考え方を見ると、おおむね①給付が直接・間接に事業主の利益につながる  
こと、②事業主の社会的責任等の観点から、事業主負担を求めている。  

制腫   ・ト登すご喜ミ担J’爛合〃〕綻組   事業‘工員榊の考え方   

掛‡】甘は随壌保陳に加入すろニヒにより、媒病又は肘鉄  
の不安が解瀦され、安心して働くことか－】r能とプごり、そノー・｝  

を打∴ また、被朋音  
嗣腰骨足岬 r仇挿mリ恒卜 労佗潮、「  

咄庸管や■  机醜康†臭けキで速でかな供稲かごJ山ll；閥が労働権幸三し川㈲進軍  

；（柑【・l謝ノ育トニ三〉   を享．たJJサニととなl）亨‾ ニニヰ、利益がニ～7なと’再考えブナ  
睦聴保醸  による電】の、′その負担割合王∴いて；i、肺葉ト〒とび√芳勅甘  

が均等山負担を行うことに上り，慌険連館をlり胡±二汁一に†1  
二十ことを愚図した外国直立流刑〃考えノブを参考にしたこと  
等に上る〕   

榔壁発走時 川畑】2叶）づタ悼折lド   榊町方披折半とLている部分については疎府汁塔哩康捉  

柑．【二H㌣畢  二王i担割合l．ごj   険（政蘭）と車じ。なお、雄株拙か√げ‡川1j七運営やや■業  
L石後悪いトなし√たたし、規動で定め   1二iこ上る福利聯当ミの向卜再軋たか－1、規鰍ニ7とれる塀今に  

触凍條輝  
そところに⊥巨 ・ド態トト鉦押測合  ほせ菜二・巨の負担調合を哨加すろこと′う；できろニ！▲七してい  

を・増加‘させろニヒJウ呵能＝．   ろ   

純絹甘は酢生年食に加人十るこぃニ上り、老蘭．腫寄笥  
制度租k鴨 川紳IlTγ〉 労使折半  山千：宏を解消し．安心して触くことが可能ニヒ＝㌧り。そ⊥′、）勃  

：1富津i．割合l二’〉   乳は円滑な事薬活動に憲 年生丘i本・‘「寸‾ること一1・・ニノ、斬製  
卑．1仁丁巨粂  

」■j．縫、食中ノ1：i   ト卓上椒甘苦セとヰパこ促l隠料を絶間Lて負担すろこととされ．  
そび璃担割合については、それぞれ三分l／り■で㌧ぅとき†1た  

レ封であるこ」   
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J酎R粍吸〝）主たる●持薬である矢野等給付に響1「る掛†一に  

・失基ノ簿紆汁一に操引転換料率  リーlては、保険弥縫である失望が労働者及び勧業‥の 打  

矢来保換制囁魔足略 用嗣I122   型盈園避肺に上って耕地すべき審囁でぁるため、斬菜i二と  

隼）労使折半（負担割合lノせ）  被保険者とが折半して負担をしてL・、る■。  

以後、変更虻し  また．附柿街姿として行われている戚用保険∴事業に牒  
儲用保憐  する費用については．屈用上♂）諸問題は．我が国の礎川賃  

・屈用保険二事業jこ係る保険料率  
恕慣行や企業け勧に起因するところが多く、かつ脚馴企業  

節用保険制腫堰堤鴨〔昭舟t5n  押掛加こよ′Jては鰍失が掴難なヰ．，グ：Iであることか〔ノ、斬莱  

iト）全額三好業主ミf甜二1   1三の典同連帯によって対処することに上り事業j二の社封l勺  

艮樟、変更なl 酎壬の一端を県たすとの考えノブから、事牒†三の7，鼻げ〕拍打と  
LているL 

i帥旦健是時（昭恥17卑i）  

・被用者に対する給付び：〉7′・10  

・押紙用古に1－f■する給付ほ全繊公封鎖糾  

相和57年政l王二．畔  児虫干当制度ほ将来における労働ノHり維梼、薩保に  
児敬「り1  ・綬川音に／ついて特例繚イ・㌻を創設  塊姐旦、腎簑：トの（工場に療接に結Lに一〕く竜・J1・でかる  

打担割合HlOバ0  ため、華茎こLにり芯分の負押を求めている 

中座12年・tF戚16叶改正時  

・3歳以上の児故にキト㌻る給付等にJlき  

公贈負拇γJ－J支給捉開を拡大  

第2号被保険者り0歳以上65歳末溝  
制度別産別こより介誰サ…ビスの充て英が炉lりL、陶柄  

い医棺保険加り、首）町井踵保険料萬、▲芳  
（7）重度化爪防1上等、従妾出のl蓼過慮の肪tl二肇；－捜主  

吐息こ＿と、老人医療から介維探険への移右∴より老人  
條折乳狛御礼ただL■、健康保険組合Ⅵ 協合刷憫陳掛け 

介濾保険  
減されること岬企」盗も辻  

、 めるとおり、撤収保険組合ごとに決める  

ニセが可能こ その負担割合については、第2号披保険者の介誰保険  
料ほ医療保険に上二乗せで徴収されており、【ウニ東條険各  
法の規定に基づき常走されることによる、。   

【第・11回「社会保障の在り方に関する懇談会」（平成17年7月26日）資料より抜粋】   
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各制度の費用負担の現状②  
一市町村に対する財政支援の状況－  

○ 市町村が主たる実施主体である各制度において、市町村の一般財源以外の財源（特定財源）による  
財政支援が行われている。  

制 度   市町村の一般財源以外の財源（特定財源）が占める割合   

保育所   私立■・・75％【市町村負担25％】 公立・・・0％【市町村負担100％】   

児童育成事業   66％【市町村負担33％、事業主負担33％、都道府県負担33％】   

次世代育成支援対策交付金事業   50％【市町村負担50％、国庫負担50％】   

100％【市町村負担0％、保険料50％、国庫負担43％、都道府県負担7％】  
国民健康保険  （※医療給付費から前期高齢者交付金を除いた額に占める割合の概観。詳細にみると、保険財政安定のため、国・都道府  

県・市町村はさらに公費負担を行っている。）   

87．5％【市町村負担12．5％、保険料50％、国庫負担25％、都道府県負担12．5％】  

介護保険  （※居宅給付費の場合。施設等給付費の場合は、国庫負担が20％、都道府県負担が17．5％）   

75％【市町村負担25％、国庫負担50％、都道府県負担25％】   

障害者自立支援法  
（障害福祉サービス責等）  
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次世代育成支援に関する利用者負担の現状  

（保育所の場合）   

○ 次世代育成支援に関する各サービスの利用者負担は、国の基準等を参考として、各市町村又は実施機関  

において定めるものとなっており、制度上、全国統一的に定まっているわけでない。   

○ 保育所について、国の基準等から推計した利用者負担額を見てみると、以下のとおり。  

【保育所】（1人当たり月額）  

年齢区分   費用総額   保護者負担額   公費負担韓   利用者負担：公費負担   

0歳児   17．3万円   3．5万円   13．8万円   2：8   

1・2歳児   10．3万円   3．5万円   6．8万円   3：7   

3歳児   5万円   2．8万円   2．2万円   6：4   

4歳以上児   4．3万円   2．6万円   1．7万円   6：4   

【保育所】（総額）  

費用総額   保護者負担額   公費負担額   利用者負担：公費負担   

1兆7800億円   7600億円   1兆200億円   4：6   

※平成20年度保育所運営費負担金予算（案）額を基に算出  
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